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要旨
本研究の目的は、公共組織や公共的活動に関わる人が有する「社会のため

に」あるいは「他者援助のために」といった内発的動機づけである公共サービ
ス・モチベーション（Public Service Motivation）の概念に着目し、職務の内
容等がこのモチベーションにどのような影響を与えるかを明らかにすることで
ある。その理由は、ワークモチベーションにおける職務特性モデルが公共サー
ビス・モチベーションにも適用できるのであれば、自治体での人事施策の幅が
広がると考えるからである。

本研究では、大阪府内のある自治体の職員18人を対象にグループインタ
ビューを実施し、その調査データを分析することを通じて、以下のことを明
らかにした。第一に、自治体職員の業務に対する市民等からのフィードバック
が、公共サービス・モチベーションの向上につながることが確認できた。第二
に、市民をはじめとするステークホルダーに対して、公平性を確保したうえで
正確な仕事を行い、その上で相手の納得を得るには、職員に高い専門性が必要
であることが確認できた。第三に、職員の行っている業務が市民の利益にどの
ようにつながるかが不明瞭な場合は、公共サービス・モチベーションが低下す
ることが確認できた。つまり、自治体においても組織目標の明確化や業務を効
率的に行うための見直しなど、柔軟で本質的な課題解決型の組織経営が求めら
れていることが分かった。

Ⅰ．本研究の目的
人材確保・育成の面で、地方自治体を取り巻く環境は年々厳しさを増してい

る。公務員志願者数の減少だけでなく、急な離職者の増加に加え、高齢職員の
在り方など、急速に課題が顕在化してきている。

一方で、日本の地方自治に関する研究に目を移せば、行政法や行政学の分野
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で行政制度としての側面から様々に論じられてきた歴史がある。しかし、自治
体組織における個人や集団の行動、態度の研究といった組織行動論の観点から
の検証は、極めて少ない現状にある。

組織行動論の研究の中に、職務におけるモチベーションの研究としてワーク
モチベーションがある。働く人全てに関するモチベーションを対象とするもの
である。一方で、Perry and Wise（1990）により、公務従事者の利他的な行動
の説明として、公共サービス・モチベーション（Public Service Motivation：
PSM）が定義づけられた。日本でも2014年から公共サービス・モチベーショ
ン研究がなされるようになってきているが、その数はまだ少ない。

そこで、どのような要因が公共サービス・モチベーションを変動させるかに
ついて、検証を行うこととする。検証に際しては、ワークモチベ―ション理
論の主要理論である職務特性理論を基に、職務特性理論が公共サービス・モチ
ベーションにも当てはまるのではないかという視点からアプローチを行う。

具体的には、本研究において、A市職員における公共サービス・モチベー
ションの状況を把握し、その分析から、自治体職員のやりがいを促すしくみに
ついて考察する。

なお、本研究は、筆者の個人的な研究であり、筆者の所属組織とは一切関係
がなく、また所属組織の考え方を示すものではないことを申し添える。

Ⅱ．先行研究
１．ワークモチベーション（Work Motivation）

モチベーションとは、「目標に向かって努力し、その達成を目指そうとする
心理的エネルギー」（鈴木・服部，2019，p.19）のことである。そして、個人
に内在するモチベーションを引き出すインセンティブ（誘因）は組織によって
与えられる（伊丹・加護野，2003）。泉澤（2014）は、「モチベーションは、そ
のありようを属人的な理由だけに帰結させられるものではなく、組織との関係
において変化するもの」（泉澤，2014，p.1）としている。

職務におけるモチベーションは、ワークモチベーションを指し、組織成員の
職務行動や業績を規定する要素であることから、1920年代に実施されたホー
ソン研究以降、これまで多くの知見が蓄積されている。池田・森永（2017）は、
ワークモチベーションの定義について「与えられた職務を精力的に遂行する、
あるいは目標を達成するために頑張り続けるなど、組織の成員が何かに向けて
行動しているダイナミックな状態を示す概念」（池田・森永，2017，p.171）と
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している。

２．公共サービス・モチベーション
組織で働く個人のワークモチベーションの発揮が、パフォーマンスの向上、

ひいては組織目標の達成につながるという点において、公共組織と私企業組織
に違いはない。しかし、公共組織は、私企業組織とは異なるミッションを有し
ている。その一例として、私企業組織は貨幣的利益を生み出すことが社会への
貢献につながるが、公共組織はそうではない。私企業組織と公共組織は、行動
原理において本質的に異なることは明らかである。

アメリカの研究者により私企業組織と公共組織についての比較研究が進めら
れる中で、公共組織で働く公務従事者のワークモチベーションには、社会のた
めにというような利他的な行動に従事することによって、個人の欲求が充足す
るという性質を有していることが明らかとなり、公共サービス・モチベーショ
ンという概念が生まれた。

公共サービス・モチベーションは、Perry and Wise（1990）により、「公共
部門の組織や制度に本来的かつ独自に内在する動機づけに対応した個人の傾
向」（Perry and Wise, 1990, p.368）と定義づけられた。公共サービス・モチ
ベーション研究は、今日に至るまでの間に、欧米の研究者により著しい発展を
遂げている。1990年代後半には、公私組織における労働者の報酬選好の比較分
析を通じて、公務員に宿る本モチベーションの実在性を検証する研究が頻繁に
なされている。多くの研究が、民間労働者は高い給与や昇進といったインセン
ティブに相対的に強く動機づけられる一方、公務員は「社会への貢献」や「他
者援助」といった要素により強く動機づけられることを明らかにしている。

そして、公共サービス・モチベーションの構成要素については、主なものと
してPerry（1996）の「政策決定の魅力」「公益へのコミットメント」「思いや
り」「自己犠牲」からなる４次元モデルが支持されている。

３．ワークモチベーションと公共サービス・モチベーション
ここまでの内容から、ワークモチベーションと公共サービス・モチベーショ

ン研究の差異についてまとめる。
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図１　ワークモチベーションと公共サービス・モチベーションの違い

ワークモチベー
ション

　所属している組織が私企業組織であるか公共組織であるかに関
係なく、働く人が有するモチベーション

公共サービス・
モチベーション

　公共組織や公共的活動に関わる人が有する「社会のために」あ
るいは「他者援助のために」という内発的動機づけ。他者志向の
モチベーションであり、利他的な行動に従事することによって、
個人的な欲求が充足する。
　外発的動機づけによって公共サービス・モチベーションをコン
トロールしようとすると、モチベーションを損なう可能性がある。

出所：筆者作成。

Ⅲ．研究課題・仮説設定
本研究では、自治体の人事施策において、公共サービス・モチベーションを

活用することを念頭に、自治体職員の業務経験が本モチベーションに与える
影響を検証することとする。公務員の根幹ともいえる公共サービス・モチベー
ションが業務経験によって変化するのであれば、そのことを踏まえて人事施策
を検討することが、組織全体のパフォーマンスに影響を及ぼすと考えるからで
ある。

ワークモチベーションにおける先行研究では、職務の特徴が労働者の職務満
足の高低に影響を与える重要な要因であることが確かめられている。図２で
示す職務特性モデルを基にした職務特性理論では、技能多様性、タスク完結性、
タスク重要性、自律性、フィードバックといった中核的職務次元とされる職務
の特性が、労働者の内発的動機づけや職務満足を促進する要因であるとされて
いる。水野（2020）は、公共サービス・モチベーションが高い公務員は、職務
満足が促進されることを確認している。

図２　職務特性モデル

出所：鈴木・服部（2019), p.46を基に筆者作成。
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一方で、公共サービス・モチベーションがどのような要因の影響を受けるか
については、明らかになっていない。このため、例えば、職務特性理論の内容
の一つである、中核的職務特性としてのタスク重要性が、重要な心理状態であ
る仕事の有意義感につながり、そのことが成果として内発的動機づけになると
いう流れが、公共サービス・モチベーションに関しても同様に当てはまるとす
れば、大変貴重な発見となる。公共サービス・モチベーションにも職務特性理
論が適用できるかどうか、つまり、具体的な職務内容がどのように本モチベー
ションに影響を与えるかは、人事実務上で重要な視点となるため、次のとおり
仮説の設定を行った。

　仮説１：タスク重要性が高い業務は公共サービス・モチベーションを高くする。
　仮説１－１： 市民の役に立つと実感できる業務の経験が、公共サービス・モ

チベーションを高くする。

ワークモチベーションの場合のタスク重要性は、仕事そのものの重要性、特
に組織にとっての重要性と考えるが、公共サービス・モチベーションにおいて
は、住民や社会の役に立つかどうかが重要性の判断基準となる。このため、自
治体職員の取り組んでいる仕事が、住民等の役に立つことが実感できるかどう
かによって、本モチベーションを高めるのではないかと考えられる。

続いて、仮説２では、同じく職務特性理論の観点から、中核的職務特性であ
るフィードバックに関して、次のとおり仮説の設定を行った。

　仮説２：フィードバックが公共サービス・モチベーションを変動させる。
　仮説２－１： 市民から感謝された経験が、公共サービス・モチベーションを

上昇させる。
　仮説２－２： 市民対応に苦慮した経験が、公共サービス・モチベーションを

下降させる。

職務特性理論では、フィードバックとして自らが取り組んだ仕事の成果を確
認することが、重要な心理状態である結果に関する理解を得ることにつながり、
内発的動機づけや仕事への満足などに結びつくとされている。自治体職員とし
て行った業務の結果を市民の行動で確認することにより、自らの取組内容と市
民の反応との関係が整理でき、仕事の意味が明確となる。このような場面にお
いて、社会のために、市民のために仕事をするというモチベーションである公
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共サービス・モチベーションの変化を確認する趣旨である。

Ⅳ．調査・実証
１．調査・実証方法
（１）使用するデータ

調査は、令和６年６月24日（月）から同年７月３日（水）までの間に実施し
た。調査手法は、フォーカス・グループ・インタビュー調査である。調査の概
要は、図３のとおりである。

図３　調査の概要

調査対象者 業務への取組状況から、モチベーションが高いと判断
されるA市職員18人。

フォーカス・グループ・
インタビュー
（１時間～１時間30分）

職場ごとに４グループを対象とする。半構造化インタ
ビューを行う。
福祉部：４人
教育委員会事務局：４人
危機管理部：６人
経営企画部：４人

出所：筆者作成。

（２）調査内容
グループインタビューは、半構造化インタビューとし、最短で１時間から最

長で１時間30分までの間で実施した。
以下は、構造化インタビューの内容である。

　　１　Ａ市職員になろうと思った理由はどのようなことでしょうか
　　２　業務の中で、社会や市民の役に立っていると実感した経験はありますか
　　３　 社会や市民の役に立っているという実感があった場合、実感は継続し

ますか
　　４　 業務の中で、「社会のために、市民のために」ということが、意味の

ないことだと感じた経験はありますか
　　５　職場の中で、事業や業務の目的を話し合う機会はありますか
　　６　 同期などとの会話の中から、自分たちの仕事の社会的意義を感じたこ

とはありますか
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（３）分析手法
インタビュー内容の分析については、データにおける意味の探索分析を行う

手法として、佐藤（2008）による質的データ分析法を採用し、以下のプロセス
のとおり進めた。第一に、録音データを逐語録としてテキストデータ化し、そ
のデータから公共サービス・モチベーションに関係する語を抽出した（セグメ
ント化）。第二に、分析の最小単位としての定性的コードを割り当てた（オー
プン・コーディング）。第三に、それらをより抽象度が高い焦点的コードに置
き換えた（焦点的コーディング）。第四に、それらの焦点的コードから、概念
的カテゴリーを生成した。このプロセスにおいては、事例－コード・マトリッ
クスを作成し、テキストデータとの往復を繰り返し、何度も修正を試みる中で、
事例とコードの両方に目配りした分析に努めた。本稿では、一つのグループを
対象としたグループインタビューを１事例とし、合計４事例を取り扱っている。
最終的に作成された事例－コード・マトリックスは表１に示している。以下、
定性的コードについては [　　　]、焦点的コードについては【　　　】、概念
的カテゴリーは＜　　　＞で示す。

２．分析結果
（１）グループインタビュー結果の説明

公共サービス・モチベーションの存在を踏まえ、自治体職員のやりがいを
テーマに行ったグループインタビューについて、上記の方法で分析した結果、
やりがいを促す事象として、＜フィードバックを得る＞、＜専門性を身に付け
る＞、＜組織経営として考える＞の３つが概念的カテゴリーとして生成され
た。これらは、表２－１～表２－３に示すように13の定性的コードと６の焦点
的コードから構成されているものである。なお、表２－１～表２－３では、焦
点的コードの通し番号として、①～⑥の番号をふっている。また、根拠となる
データを抜粋して「　　　」内に示した。

以下、各概念的コードについての説明を行う。
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表１　事例－コード・マトリックス

グループ フィードバックを得る 専門性を身に付ける 組織経営として考える

Ａ 市民 法律・制度、市民への説明 役職

Ｂ 市民 法律・制度、市民への説明 庁内の役割分担、役職

Ｃ 市民、マスコミ 市民への説明 役職

Ｄ 市民 法律・制度、市民への説明 庁内の役割分担、役職

出所：筆者作成。

＜フィードバックを得る＞
この概念的カテゴリーは、【①市民】及び【②マスコミ】の２つの焦点的

コードから生成した。自治体職員が取り組んだ成果についてフィードバックを
受ける機会が最も多いのは、市民からである。この市民には、住民に加えて、
地域活動等を行う団体や企業等を含んでいる。つまり、その地域で活動を行う
全ての主体である。市民からの［感謝］や［期待］が様々な形で職員に届く
ことで、懸命に業務に取り組んでいる職員のモチベーションは上昇する。［叱
責］の場合であっても、「反応があることが、何より私たちにはやりがいにつ
ながっている」という発言にもみられるように、自らの取組を見直すとともに、
次への創意工夫への足掛かりとなる。［使命感］については、職員の役割を認
識するとともに、市民対応の際に何か自分にできることは無いかと考えるモチ
ベーションである。そのような行動が、感謝や期待となって循環することがう
かがえる。

もう一方の焦点的コードであるマスコミについては、発信力があり、発信後
の市民の言動にも影響を与えるものである。社会的に注目度の高い案件であれ
ばあるほど発信の可能性は高く、［責任］は万が一にもよくない内容の発信に
つながらないように、日々の業務を着実に進めるという心持ちである。
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表２－１　概念的カテゴリー及びコード

概念的
カテゴリー 焦点的コード 定性的コード 根拠となるデータ（抜粋)

フ ィ ー ド
バックを得
る

①市民 ・感謝
・期待
・叱責
・使命感

「自分の中に、仕事をやり切った達成感
があって、その上で感謝をされればモチ
ベーションは上がる」
「反応があるってことが、何より私たち
にはやりがいにつながっている」
「解決してほしいという期待のもとに電
話をかけてくる」
「感謝されるのは当たり前で、感謝され
なくても頑張る」
「困っている市民がいれば、よい方法を
伝えたいと思う」
「目の前の市民に必死に対応している」
「窓口に来た市民のために、何ができる
かを考えながら仕事をしていた」
「市民は市に問い合わせるしか方法がな
く、市がきっちりと答えるしかない」
「仕事を通して、人を救っているという
自負がある」

②マスコミ ・責任 「社会の期待を裏切ったらどうなるのだ
ろうと考えてしまう」
「何でも解決しますというアピールがプ
レッシャーになる」

出所：筆者作成。

＜専門性を身に付ける＞
この概念的カテゴリーは、【③法律・制度】及び【④市民への説明】の２つ

の焦点的コードから生成した。
第一の焦点的コードである法律・制度は、多くの自治体職員の基礎となるも

のであり、これらに基づく適正な市民サービスの提供に努めることが基本で
ある。一方で、法律や制度は難解で、短期間で習得できるものではなく、長い
時間をかけて［学ぶ］必要がある。また、法律や制度の内容は非常に幅が広い
ため、自分たちの担う部分や［役割］を明確に意識しておくことが肝要である。
さらには、学びの継続には、［周囲の環境］の影響は大きい。

第二の焦点的コードである市民への説明は、実際に施策や事業を実施してい
くに当たり、最も重要な項目である。どんなに素晴らしい施策等であっても、
自治体は住民の納得なしには施策を進めることができないのである。いかに複
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雑な制度であっても、住民の［納得感］は、住民の満足感より重要であるとさ
れている。

表２－２　概念的カテゴリー及びコード

概念的
カテゴリー 焦点的コード 定性的コード 根拠となるデータ（抜粋)

専門性を身
に付ける

③法律・制度 ・学び
・役割
・ 周囲の環境

「市民にきっちりと対応するには、もっ
と勉強が必要だ」
「法律や制度は、世の中のみんなが一応
納得しているものという前提があるの
で、それをバックに仕事をしている大き
さや、自分なりの責任感につながる」
「法律で、例えばここまでしかできない
といったルールが決まっていて、それ以
上のことをどうするかは課題であることを
認識しているだけで、対応は変わる。」
「法律が我々を守ってくれる部分もあ
る、しかし、しっかり学んでいないと、
そのことに気づかない」
「がんばっているなと思う人やすごいな
と思う先輩がいて、そうなりたいという
気持ちがあった」
「周りの環境が重要」

④ 市民への説
明

・納得感 「自分のやっていることを理解してい
て、納得しているならば、相手に何を言
われても、自分なりの考えが固まっている
ならば、私はこういう考えだから間違って
いないと言えるということにつながる」
「同じ窓口に来た市民でも、対応する職
員によってクオリティの差が出るので怖
い」
「市民の対応は平等であるべき」

出所：筆者作成。

＜組織経営として考える＞
この概念的カテゴリーは、【⑤庁内の役割分担】及び【⑥役職】の２つの焦

点的コードから生成した。
第一の焦点的コードである庁内の役割分担は、組織戦略が職員のやりがい

につながっていることを意味している。A市では、［管理部門と現場部門］は、
市民との接触頻度が異なり、市民との接触が少ない管理部門の一般職において
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は、「市民のために」というモチベーションを維持することが困難であるとの
反応を示した。

第二の焦点的コードである役職は、役職に就くことで広がる裁量や責任感が、
やりがいにつながっていることを意味している。役職者として［リスク］を受
け入れながらも［責任］を全うし、市民に必要で喜ばれるサービスを提供して
いきたいとする考えである。そして［無駄な事務の排除］は、自治体の存在意
義である市民の幸せのためのサービスの提供につながるとは思えない事務の実
施は、非常にモチベーションを低下させるとの反応であった。

表２－３　概念的カテゴリー及びコード

概念的
カテゴリー 焦点的コード 定性的コード 根拠となるデータ（抜粋)

組織経営と
して考える

⑤ 庁内の役割
分担

・ 管理部門と
現場部門

「上司の決裁は重い、企画してきたことも
上の決裁が通らなければ前に進まない」
「自由に企画を提案できる場が欲しい」
「管理部門が市民に直接何かできること
はない」
「管理部門は役所内のルールを守る部署
なので、市民を感じることができない」
「取り組もうとしていることが本当に市
民の役に立つのか、そのことに自分の中
で折り合いがつかないと本気で取り組め
ない」
「管理部門でも市民に還元できる仕事を
したい」

⑥役職 ・リスク
・責任
・ 無駄な事務

の排除

「役職が上がるにつれて、リスクを考え
る割合が増加する」
「困難な仕事に立ち向かう使命感は、役
職が変わると変化する」
「何かあった時に責任が取れないのでは
ないかと思うぐらい、社会的な責任が重
い感覚」
「市民の幸せにつながっているとは考え
られない事務はやる気を低下させる」

出所：筆者作成。

（２）結果の解釈
本研究でインタビューを選択した目的は、公共サービス・モチベーションと

ワークモチベーションが実際の職務場面でどのように異なるのか、あるいは
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どのように関連しているのかを筆者なりに理解することである。この視点から、
解釈を試みたい。

例えば、「目の前にいる市民に一生懸命サービスを提供した」という状況だ
けでは、この行動が公共サービス・モチベーションに基づくものであるかど
うかが判断できない。先行研究をレビューした結果から、アンケート調査のみ
で公共サービス・モチベーションの実態に迫るには限界があると判断した。先
の事例では、民間企業においても「目の前の顧客に一生懸命サービスを提供す
る」であろう。

こうしたことから、グループインタビューでは、調査対象者に自由に発言
してもらいつつ、適宜、「なぜそう思うのか」を確認しながら進めた。表２－
１では、「窓口に来た市民のために、何ができるかを考えながら仕事をしてい
た」、「社会の期待」といった言葉が出ており、A市職員は、公務組織の役割や
自らの役割を把握したうえで、社会制度を活用して市民サービスの提供に取り
組んでいることが分かる。また、表２－２では、「市民の対応は平等であるべ
き」といった、公務の平等原則に関する言葉が出ている。これは、日本国憲法
第14条第１項で規定されている法の下の平等を実現する考え方であり、公務員
倫理としても重要な項目である。さらに、表２－３では、「市民の幸せにつな
がっているとは考えられない事務はやる気を低下させる」として、そういった
無駄な事務を排除することがモチベーションの向上につながるという話があっ
た。

グループインタビュー全体を通して、このような公共サービス・モチベー
ションを前提とした発言が随所に見られた。最初はワークモチベーションの話
のように聞こえても、話を掘り下げていくことで、その根底にある意識に近づ
くことが可能となった。こうした手法により、自治体職員の職務上の行動には、
直接的ではないにせよ、深い部分で公共サービス・モチベーションが強く関
わっていることが明確となった。

３．考察
前目で述べたとおり、自治体職員の行動と公共サービス・モチベーションに

は深い関係があることが分かった。では、この公共サービス・モチベーション
はどのような性質を有するものであるのか、第Ⅲ節で設定した仮説を検証する
形で考察を進める。
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（１）仮説１－１
仮説１－１は、市民の役に立つと実感できる業務の経験が、公共サービス・

モチベーションに与える影響を検討したものである。
グループインタビューでは、「窓口に来た市民のために、何ができるかを考

えながら仕事をしていた」、「仕事を通じて、人を救っているという自負があ
る」、「市民の幸せにつながっているとは考えられない事務はやる気を低下させ
る」といった発言があった。総じて、直接的に市民の役に立つ仕事が、重要度
の高い仕事であると認識されていた。また、市民の役に立つ仕事は、楽ではな
いが公共サービス・モチベーションを高くすることが分かった。

よって、仮説１－１は、支持されたと考える。

（２）仮説２－１及び仮説２－２
仮説２－１は、市民からの感謝というフィードバックが、公共サービス・モ

チベーションに与える影響について検討したものである。また、仮説２－２は、
反対に、例えば苦情などの市民からの負のフィードバックがあり、その対応に
苦慮した経験が本モチベーションに与える影響について検討したものである。

仮説２－１の感謝については、住民からの直接的な感謝を中心に検討を行っ
た。グループインタビューでは、表２－１にあるとおり、市民からのフィード
バックが良い内容の場合も、良くない内容の場合であっても、公共サービス・
モチベーションの向上につながっていることが分かる。「自分の中で、仕事を
やり切った達成感があって、その上で感謝をされればモチベーションは上が
る」、「反応があるってことが、何より私たちにはやりがいにつながっている」
といった言葉が聞かれた。インタビューの中で多くの賛同を得ていた意見とし
て、「ただ単に感謝されてもモチベーションは上がらない」のであって、「職
員が一生懸命取り組んだ結果に感謝してもらえると、非常に嬉しい」というも
のがあった。職場でのモチベーションを考える際に、重要な示唆であると考え
る。

以上から、仮説２－１については、支持されたと考える。
続いて、仮説２－２については、グループインタビューで出てきた発言とし

て、市民からの指摘や苦情などがあった場合に、「法律などでここまでしかで
きないと制限されている場合は、自分の責任ではないと気持ちを切り替えるこ
とができる部分がある」、「お役所的な対応で乗り切る」、「法律という世間で決
められたルールに則って仕事をしているので、苦情を言う市民にとっても全て
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マイナスの話ではないはず」といったものであった。この点について、理不尽
な要求については、官僚制についての議論で出てくる没人格性や官僚制の逆機
能に似た対応で、したたかに乗り切っていることが判明した。よって、仮説２
－２は支持されなかった。

Ⅴ．結論
１．結論及び本研究の実務的含意

本研究の目的は、一人一人の職員が最大限のパフォーマンスの発揮が求めら
れる中で、「職員のやりがいを促すしくみを明らかにする」ことである。その
ための視点として、公共サービス・モチベーションに着目している。

結論として、「やりがいを促すしくみ」については、「フィードバックを得
る」「専門性を身に付ける」「組織経営として考える」の３項目が抽出された。

本研究の結果は、Ａ市の組織経営及び人事施策について、以下のような含意
があると考える。

第一に、ジョブローテーションの効果が明らかになったことである。本研究
では、公共サービス・モチベーションの観点からすると、直接的な市民サービ
スを行わない部署では、モチベーションが低下することが示唆された。このた
め、市民と接する部署とそうでない部署の間の人事ローテーションを戦略的に
行うことが、よりよい市民サービスの提供につながると考える。

また、フィードバックの内容を職員間で共有し、その意味を考える時間を創
出することが重要である。そのため、市民からの感謝の声を確実にフィード
バックすることで、公共サービス・モチベーションの向上を図りたいと考えて
いる。具体的には、フィードバック情報を用いて職員をほめたたえるしくみの
構築を検討したい。

第二に、社会の動きや業務に係る専門性を身に付ける学習機会の重要性が明
らかになったことである。昨今の公務員志望者の減少により、より受験しやす
い制度とするため、以前は実施していた専門試験を廃止している自治体が多く
なっている。一方で、職員は、将来的に必要となる高度な専門性を身に付ける
必要がある。各職場において、自ら学ぼうとする職員を応援する雰囲気づくり
や、誰がどのような能力を有しているかを把握し、職場全体でその能力を活か
すしくみづくりも大切である。

第三に、職員は組織の本来目的に敏感であることが明らかになったことであ
る。自治体に課せられた任務の本質は、地方自治法第１条の２に規定されて
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いるとおり「住民の福祉の増進を図ること」である。これはまさに、公共サー
ビス・モチベーションが向かう先である。組織ミッションの達成に向け、公共
サービス・モチベーションに着目した組織経営が必要であるといえる。組織の
全体戦略を考える人材の育成や、職員からの組織変革に関する意見を受け取る
ことができる機能についての検討が必要である。

以上が本研究から得た実務的含意である。

図４　やりがいを促すしくみのポイント

出所：筆者作成。

２．本研究の限界と課題
まずは、調査対象についてである。本研究の調査は、A市の中でもモチベー

ションが非常に高いと判断される職員を対象としている。このため、本研究の
結果は、A市職員の平均を示すものではない。しかし、日頃から様々なことを
真剣に考えて業務を進めているからこそ、インタビューで聞き取れた内容がた
くさんあった。

また、本研究では18人のみを調査対象としたが、全職員の公共サービス・モ
チベーションを把握することができれば、人事施策に活用できる幅が広がる可
能性がある。この点についても今後の検討課題としたい。
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